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Ⅰ．はじめに 

 現在の地方公共団体の会計は「会計年度独立の原則」に基づいており、また、会

計の手法も現金主義に基づく単式簿記が採用され、歳入歳出の収支や決算書類等を

作成しています。しかし、この方式は、資金の流れや使い道を見るのには適してい

ますが、資産や負債等のストックの情報や、減価償却費、引当金などの現金の流れ

を伴わないコストの情報が把握できないといった問題があります。 

 こうした中、平成１７年１２月に閣議決定された「行政改革の重要方針」や平成

１８年６月に成立した「簡素で効率的な政府を実現するための行政改革の推進に関

する法律」によって、地方公共団体における「資産・債務改革」の必要性が明確に

されました。 

また、「地方公共団体における行政改革の更なる推進のための指針」（平成１８年

８月総務省事務次官通知）において、普通会計及び公営企業や第三セクター等も含

む連結ベースで、財務書類を作成し、資産・債務に関する情報開示と適正な管理の

推進、未利用財産の売却促進や資産の有効活用等を図ることとされました。 

これを受けて、高砂市では兵庫県内のほとんどの自治体が採用する「総務省方式

改訂モデル」により、普通会計及び連結ベースでの財務書類を作成してきました。 

こうした財務書類の整備は全国的にも進められていますが、財務書類の作成にあ

たって複数の会計基準（総務省方式改定モデル、基準モデル、一部の自治体による

独自方式）があることで、団体間を比較することが難しいなどの課題がありました。 

このため、総務省において、平成２６年４月公表の「今後の新地方公会計の推進

に関する研究会報告書」に記載された「統一的な基準」に基づく地方公共団体の財

務書類作成の基準が示され、「統一的な基準による地方公会計の整備促進について」

（平成２７年１月総務大臣通知）により平成２９年度までにすべての地方公共団体

において「統一的な基準」による財務書類等を作成することとなりました。 

高砂市では、平成２８年度決算から「統一的な基準」に基づいた財務書類を作成

しました。 

財務書類の作成・公表を通じ、市全体の財政状況の公表、資産・債務の適正な管

理及び効果的な行財政運営の資料として活用していきたいと考えています。 
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１．財務書類の作成方法等

Ⅱ．財務書類４表について

（１）作成の前提条件

①作成する財務書類

平成２６年４月に総務省が公表した「今後の新地方公会計の推進に関する研究会報告書」
の『統一的な基準』及び令和元年８月に同省が公表した「統一的な基準による地方公会計マ
ニュアル」に基づき作成しています。

（２）対象とする会計

①一般会計等

一般会計と公営事業会計以外の特別会計の合算額をいいます。高砂市では、一般会計に広
域ごみ処理事業特別会計を加えた額が「一般会計等」となります。

②全体・連結

高砂市では一般会計等で実施している事業のほかに、病院事業、水道事業、国民健康保険
事業等の公営事業会計など、市民と密接な関わりをもつ事業を行っています。また、市自ら
が行う事業とは別に、連携協力して行政サービスを提供している一部事務組合や第三セク
ターもあります。このように市の財政は一般会計等のみで行政サービスを提供しているので
はないため、財務活動を分析するためには全体・連結財務書類を用いる必要があります。本
市が一般会計等、全体及び連結対象としている会計は次のとおりです。

　【連結対象団体一覧】

区分 会計・団体・法人の名称

広域ごみ処理事業特別会計

公営事業会計 下水道事業会計

国民健康保険事業特別会計連結

全体

一般会計等
一般会計

加古川市外２市共有公会堂事務組合
一部事務組合・広域連合

第三セクター等
高砂市施設利用振興財団

病院事業会計

水道事業会計

工業用水道事業会計

高砂市勤労福祉財団

後期高齢者医療事業特別会計

介護保険事業特別会計

兵庫県後期高齢者医療広域連合

（注１）第三セクター等については本市が資本金、基本金等を５０％以上を出資している団体を連結
対象としています。また、出資比率が２５％以上で、その経営に影響力を及ぼしていると判断される
団体は連結対象とします。
（注２）兵庫県市町村職員退職手当組合は、独自の庁舎など重要な資産や退職手当に関連する債務以
外の重要な債務を有していないこと、運用益相当額が構成団体に按分され、構成団体の貸借対照表の
退職手当組合積立金に加算されていること、原則として、構成団体が同一の取扱い（一般会計等構成
団体の財務書類作成段階で連結したとみなす）をしているため、連結対象から除外しています。
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①貸借対照表

②行政コスト計算書

③純資産変動計算書

④資金収支計算書

（３）対象となる年度

　対象年度は令和３年度とし、令和４年３月３１日を作成基準日としています。
　なお、出納整理期間（令和４年４月１日から令和４年５月３１日まで）における出納につ
いては、基準日までに処理したものとして処理しています。

（４）固定流動の区分

現金及び貸借対照表基準日の翌日から起算して、１年以内に現金として回収されるものを
流動資産、また、その支払期限が貸借対照表基準日の翌日から起算して１年以内に到来する
ものを流動負債とし、それ以外のものを固定資産及び固定負債とする一年基準を採用してい
ます。

（５）財務書類作成に用いる基礎データ

固定資産台帳や決算の歳入・歳出データの数値（個々に複式仕訳を実施）を基礎として作
成しています。
　なお、上記のものでは把握できないデータについては、「地方公共団体の財政健全化に関
する法律」による健全化判断比率の算定データ、財務書類作成のために新たに算定したデー
タ（賞与引当金等）等も活用しています。

（６）連結の手法

連結財務書類の基礎となる団体・法人の個別財務書類は、基本的に各団体・法人固有の会
計基準により作成されています。会計基準の違いにより財務書類の表示科目も異なります
が、一般会計等の財務書類に揃えるため、各連結対象法人等の既存の法定決算書類を基礎と
して必要な読替を行っています。
　また、連結財務書類は、連結範囲となる会計・団体・法人等を一つの行政サービスの実施
主体とみなすため、連結対象間での取引は相殺消去しています。

（７）財務書類４表について

貸借対照表は、地方公共団体が住民サービスを提供するために保有している財産（資産）
と、その財産をどのような財源（負債・純資産）から調達したかを対照表示した財務書類で
す。
　左側（借方）の「資産の部」は、行政サービスを提供するために形成してきた道路、学校
などの有形固定資産や出資金、貸付金、現金預金などがあり、右側（貸方）には、その資産
を形成した財源を表す「負債の部」と「純資産の部」から構成されています。
　借方の「資産の部」と貸方の「負債の部」「純資産の部」の合計が一致し、左右のバラン
スがとれた状態となることから、バランスシートとも呼ばれています。

行政コスト計算書は、貸借対照表が期末における資産や負債の状況を表すのに対して、一
年間の行政活動のうち資産形成につながらない行政サービスにかかった消費的な経費や受益
者負担がどの程度あったのかを把握することができる財務書類です。

純資産変動計算書とは、貸借対照表の純資産の部を構成する「固定資産等形成分」、「余
剰分（不足分）」が１年間でどのように変動したのかを表した財務書類です。また、純資産
の部は今までの世代が負担してきた部分ですので、１年間で今までの世代が負担してきた部
分が増えたのか減ったのかがわかります。

資金収支計算書は、１年間の歳計現金の収入・支出の動きをその性質に応じて「業務活動
収支」、「投資活動収支」、「財務活動収支」の３つの性質別に区分し表示した財務書類で
す。どのような要因で資金が増減したのかを把握することが可能となります。

3



（８）財務書類４表の関係

財務書類４表は、下図のように相互に関連を持っています。
貸借対照表の純資産は、国・県からの補助金や自団体の財源で既に負担した部分を表して

います。この純資産の変動を表したものが、純資産変動計算書です。純資産変動計算書にお
ける純経常行政コストが一般財源、補助金等受入等を超過すれば、純資産が減少し、逆に一
般財源、補助金等受入等が純経常行政コストを超過すれば、純資産が増加することになりま
す。
　行政コスト計算書は、純資産変動計算書の純経常行政コストの明細であり、１年間にか
かった経常コスト総額から受益者負担である経常収益を控除することで、一般財源、補助金
等受入等で負担すべき純経常行政コストが算出されます。
　資金収支計算書の期末歳計現金残高は、貸借対照表の歳計現金と一致します。これは、資
金収支計算書は、貸借対照表に計上されている歳計現金の増減の明細であることを意味しま
す。

【財務書類４表の相互関係】

【貸借対照表】 【行政コスト計算書】

資産 負債 経常費用

－

経常収益

＋

臨時損失

－

臨時利益

＝

【資金収支計算書】 【純資産変動計算書】

収入 前年度末残高

－ －

支出

＋ ＋

前年度末資金残高 財源

＋ ±

本年度末歳計外現金残高 固定資産等の変動

＝ ＝

純資産
歳計現金

期末歳計現金残高

純行政コスト

期末純資産残高

純資産現金預金

純行政コスト

本年度末現金預金残高 本年度末純資産残高
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２．用語解説

（１）貸借対照表

事業用資産
庁舎，学校、市営住宅等の公共サービスに供されている資産で，イ
ンフラ資産，物品以外の資産

インフラ資産 道路、公園等の社会基盤となる資産

投資及び出資金 病院や第三セクター等への出資金など

投資損失引当金
連結対象団体への出資金や保有株式の実質価格が低下した場合に計
上するもの

長期延滞債権
保有する債権のうち、当年度末日現在で回収期限から１年以上経過
している債権が存在する債務者に対するすべての債権

長期貸付金
自治法第240条第1項に規定する債権である貸付金のうち、流動資産
に区分されるもの以外のもの

基金（固定資産）
特定の目的のために財産を維持し、資金を積み立て、又は定額の資
金を運用するために設けられる資金又は財産

徴収不能引当金
保有する債権のうち、徴収不能のおそれのある債権の見込額（民間
企業の貸倒引当金にあたるもの）

現金預金 現金及び現金同等物

基金（流動資産）
財政調整基金（将来の収入減や災害等の不測の支出に備えるため積
立てられた基金）と減債基金（地方債の償還に充てるために積立て
られた基金）

未収金
保有する債権のうち、当年度末日現在で回収期限から１年未満の債
権で、長期延滞債権に該当しないもの

短期貸付金 貸付金のうち、翌年度に償還期限が到来するもの

固定負債 返済期限が１年を超える債務

地方債 市債のうち翌々年度以降に返済すべきもの

長期未払金
既に物件の引渡しやサービスの提供を受けたものについて支払って
いない額、あるいは債務保証や損失補償の履行が決定した額など

退職手当引当金
年度末に全職員が自己都合退職すると仮定した場合に必要な退職手
当の額

損失補償等引当金
地方公共団体が損失補償を行っている公社や第三セクター等の債務
のうち、履行すべき額が確定していない損失補償に対して計上した
額など

流動負債 返済期限が１年以内の債務

1年内償還予定地方債 市債のうち翌年度に返済すべきもの

未払金
長期未払金が翌々年度以降の支出予定額に対し、翌年度の支出予定
額

賞与等引当金
翌年度（Ｎ+１年度）に支払うことが予定されている職員の賞与等
のうちＮ年度の勤務によって発生する負担相当額

預り金 第三者から寄託された資産に係る見返負債

固定資産等形成分 資産形成のために充当した資源の蓄積

余剰分（不足分） 消費可能な資源の蓄積
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（３）純資産変動計算書

賞与等引当金繰入額 当該年度において、賞与等引当金繰入額として新たに繰入れた額

（２）行政コスト計算書

職員給与費
職員の給与や各種手当といった費用から退職手当負担金支払額を除
いた額

物件費
行政サービスを行うために必要な消耗品費、光熱水費、委託料等の
消費的性質の経費

維持補修費 公共用施設等の維持修繕に要する経費

減価償却費 有形固定資産の価値が、経年劣化等により減少したと認められる額

支払利息 市債及び一時借入金の利子支払額

徴収不能引当金繰入額
時効等の理由により回収が困難であると見込まれる市税や使用料、
手数料等の額

補助金等 各種団体等に対する負担金や補助金等

社会保障給付 生活保護や児童手当の支給、医療費の助成等に要する福祉的な経費

他会計への繰出金
国民健康保険事業特別会計等の他会計に対する財政支援（繰出金）
に係る経費

経常収益 行政サービス提供の結果得られた受益者負担金

純経常行政コスト
資産形成に結びつかない経常的な行政サービスを提供するために発
生する経常行政コストと行政サービスの対価、すなわち受益者負担
である経常収益との差額

資産除売却損
資産の売却による収入が帳簿価額を下回る場合の差額及び除却した
資産の除却時の帳簿価額

資産売却益 資産の売却による収入が帳簿価額を上回る場合の差額

純行政コスト 純経常行政コストに臨時損失を加え，臨時利益を控除したもの

前年度末純資産残高 貸借対照表における前年度末の純資産残高

純行政コスト 純経常行政コストに臨時損失を加え，臨時利益を控除したもの

税収等 地方税、地方交付税、地方譲与税など

国県等補助金 国庫支出金及び都道府県支出金など

資産評価差額 有価証券等の評価差額

無償所管換等 無償で譲渡または取得した固定資産の評価額など
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（４）資金収支計算書

業務活動収支
税収等，国県等補助金，使用料及び手数料等の業務収入と臨時収入
の合計から，業務費用，移転費用及び臨時支出を控除したもの（投
資活動及び財務活動以外のもの）

投資活動収支
公共施設等の取得や売却，基金の積立てや取崩し，投資及び出資金
等の増減に係る収支

財務活動収支 地方債等の元金償還や発行による収支

本年度資金収支額
１年間における資金収支の結果
（業務活動収支、投資活動収支、財務活動収支の合計）

本年度末資金残高 歳計外現金を除く現金預金の残高

本年度末現金預金残高 当年度の貸借対照表における現金預金計上額
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Ⅲ．一般会計等財務書類

（単位：千円）

122,499,140  １　固定負債 49,511,142

116,353,732 （1）地方債 42,521,135

75,096,757 （2）退職手当引当金 6,179,962

26,597,190 （3）その他 810,045

21,812,551  ２　流動負債 3,670,568

2,037,411 （1）1年内償還予定地方債 3,035,782

24,649,605 （2）賞与等引当金 367,575

40,191,032 （3）預り金 248,054

17,540,902 （4）その他 19,157

173,775 負債合計 53,181,710

19,670,477

2,805,878  １　固定資産等形成分 129,697,879

1,065,943  ２　余剰分（不足分） △ 50,730,569

486,385

486,385

5,659,023

10,812,993

△ 6,477,192

575,848

838,306

△ 90,932

9,649,880

2,402,261

55,962

7,198,739

△ 7,082 純資産合計 78,967,310

132,149,020 負債及び純資産合計 132,149,020

⑤徴収不能引当金

一般会計等貸借対照表
（令和4年3月31日）

資産の部 負債の部

 １　固定資産

（1）有形固定資産

①事業用資産

ⅱ建物

ⅲ工作物

ⅳ建設仮勘定

③物品

（3）投資その他の資産

ⅰ土地

ⅱ建物

ⅲ工作物

ⅳ建設仮勘定

②インフラ資産

ⅰ土地

（2）無形固定資産

①ソフトウェア

 ２　流動資産

（1）現金預金

（2）未収金

②投資損失引当金

④基金

（3）基金

純資産の部

③長期延滞債権

①投資及び出資金

（4）徴収不能引当金

資産合計
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１．一般会計等貸借対照表からみた財政状況

（１）資産の部
①有形固定資産

②投資その他の資産

③流動資産

（２）負債の部
①固定負債

②流動負債

（３）純資産の部

　高砂市の令和３年度貸借対照表は、資産が１，３２１億４，９０２万円、負債が５３１億８，１
７１万円であり、資産から負債を差引いた純資産は７８９億６，７３１万円となりました。

「固定資産」は１，２２４億９，９１４万円で、そのうち長期間にわたって住民サービスを提
供するために使用される道路や公園、小学校・中学校などの土地や建物等の「有形固定資産」が
１，１６３億５，３７３万円で、うち土地は４４１億３，８０９万円となっています。
　有形固定資産は総資産額の８８．０％に達しており、庁舎，学校、市営住宅などの「事業用資
産」が７５０億９，６７６万円（構成比６４．５％）で最も高い割合を示しており、次に道路、
公園などの「インフラ資産」が４０１億９，１０３万円（構成比３４．５％）となっています。

返済期限が１年以内のものや既に支払義務が確定しているものなどの「流動負債」は３６億
７，０５７万円で、内訳は「1年内償還予定地方債」が３０億３，５７８万円、「賞与等引当
金」が３億６，７５８万円、「預り金」が２億４，８０５万円、その他の流動負債が１，９１６
万円となっています。

純資産のうち「固定資産等形成分」は、資産形成のために充当した資源の蓄積をいい、固定資
産の額に流動資産における短期貸付金及び基金を加えた額で、１，２９６億９，７８８万円とな
りました。
　「余剰分（不足分）」は、費消可能な資源の蓄積をいい、流動資産（短期貸付金及び基金を除
く）から負債を控除した額で、翌年度以降に自由に使える財源を意味しますが、５０７億３，０
５７万円のマイナスとなっています。
　「余剰分（不足分）」がマイナスであるということは、翌年度以降の負担額のうち約５０７億
円は既に使途が拘束されていることを意味しますが、これは、臨時財政対策債などの赤字地方債
や、退職手当引当金のように資産形成に直接繋がらない、将来に負担のみを残している負債に対
する備えが蓄えられていないことを表しています。

「投資その他の資産」は５６億５，９０２万円で、市民病院等への出資金などの「投資及び出
資金」、特定の目的のために積み立てる基金等が計上されています。なお、期限が到来してから
１年以上回収できていない地方税等の「長期延滞債権」も将来、回収により現金化可能な資産と
して５億７，５８５万円を資産計上しています。
　また、「徴収不能引当金」として９，０９３万円マイナス計上していますが、これは、長期延
滞債権のうち、時効等により回収が困難になると見込まれる額です。

現金や地方税等の未収金や必要に応じてすぐに使える流動性の高い基金などの「流動資産」の
総額は、９６億４，９８８万円となっています。
　「現金預金」が２４億２２６万円、市税等の収入未済額のうち、その年度に新たに発生した
「未収金」を５，５９６万円資産計上しており、そのうち将来回収が困難と見込まれる額として
「徴収不能引当金」を７０８万円マイナス計上しています。また、「基金」が７１億９，８７４
万円で、その内訳は将来の不測の支出に備えて積立てている「財政調整基金」が３９億４，８７
６万円、地方債の償還に充てるため積立てられた基金である「減債基金」が３２億４，９９８万
円となっています。

支払いや返済が長期に渡る「固定負債」は４９５億１，１１４万円で、その内訳は資産形成等
に伴う「地方債」が４２５億２，１１４万円、全職員が自己都合退職すると仮定した場合に必要
となる「退職手当引当金」が６１億７，９９６万円、その他の固定負債が８億１，００５万円と
なっています。
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（単位：千円）

14,222,060
5,542,254
4,996,901

3,236
542,117

7,980,629
5,015,521
560,098

2,405,010
699,177
162,449
267,562
269,166

19,759,510
11,013,877
6,375,298
2,364,113

6,222
33,981,570

530,415
680,611

1,211,026
32,770,544

138,148
149

138,297

75,672
148,005
223,677

32,685,164

経常収益

 １　使用料及び手数料

（純経常行政コスト+臨時損失-臨時利益）

 ２　その他

経常収益合計

 １　資産除売却損

（経常費用-経常収益）

 ２　移転費用

（1）補助金等

（3）他会計への繰出金

純行政コスト

臨時損失

（2）社会保障給付

純経常行政コスト

臨時損失合計

臨時利益

 ２　その他

臨時利益合計

 ２　その他

 １　資産売却益

（4）その他

経常費用合計

（2）物にかかるコスト

①物件費

②維持補修費

（3）その他のコスト

①支払利息

②徴収不能引当金繰入額

③減価償却費

③その他

③その他

一般会計等行政コスト計算書
（令和3年4月1日～令和4年3月31日）

経常費用

 １　業務費用

①職員給与費

（1）人にかかるコスト

②賞与等引当金繰入額

10



２．一般会計等行政コスト計算書からみた財政状況

（１）人にかかるコスト

（２）物にかかるコスト

（３）その他のコスト

（４）移転費用

（５）経常収益

（６）臨時損失

（７）臨時利益

　資産形成に結びつかない１年間の行政サービスを提供するのに要した経費である
「経常費用」は３３９億８，１５７万円、行政サービス提供の結果得られた受益者
負担である「経常収益」は１２億１，１０３万円となり、差引いた「純経常行政コ
スト」は３２７億７，０５４万円となりました。これに「臨時損失」と「臨時利
益」の差額を含めた「純行政コスト」は３２６億８，５１６万円となりました。

「職員給与費」は４９億９，６９０万円、「賞与等引当金繰入額」は３２４万
円、その他の人件費は５億４，２１２万円となり、経常費用の１６．３％を占めて
います。

「支払利息」は１億６，２４５万円、「徴収不能引当金繰入額」は２億６，７５
６万円その他の行政コストは２億６，９１７万円となり、経常費用の２．１％を占
めています。

「資産除売却損」は１億３，８１５万円、その他の臨時損失は１４９万円となりま
した。

「資産売却益」は７，５６７万円、その他の臨時利益は１億４，８０１万円とな
りました。

「使用料及び手数料」による収入は５億３，０４２万円、その他の収入は６億
８，０６１万円となりました。

「補助金等」は１１０億１，３８８万円、「社会保障給付」は６３億７，５３０
万円、「他会計への繰出金」は２３億６，４１１万円、その他の移転費用は６２２
万円となり経常費用の５８．１％を占めています。

「物件費」は５０億１，５５２万円、「維持補修費」は５億６，０１０万円、
「減価償却費」は２４億５０１万円となり、経常費用の２３．５％を占めていま
す。

11



（単位：千円）

70,644,507

△ 32,685,164

40,970,203

27,172,950

13,797,253

8,285,039

41,853

△ 4,089

8,322,803

78,967,310

一般会計等純資産変動計算書
（令和3年4月1日～令和4年3月31日）

税収等

国県等補助金

本年度差額

本年度末純資産残高

無償所管換等

前年度末純資産残高

純行政コスト（△）

財源

本年度純資産変動額

その他
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３．一般会計等純資産変動計算書からみた財政状況

（１）純行政コスト

（２）財源

（３）無償所管換等
「無償所管換等」は４，１８５万円のプラスとなりました。

　令和３年度の期末純資産残高は７８９億６，７３１万円となり、前年度から
８３億２，２８０万円増加しています。

　純資産が増加した場合は、現役世代が自らの負担によって将来世代も利用可
能な公共資産を蓄積したことを意味するので、将来世代の負担は軽減されてい
ると考えられます。逆に純資産が減少した場合、現役世代が将来世代にとって
も利用可能であった公共資産を消費し行政サービスを享受する一方で、将来世
代にその分の負担が先送りされていると考えられます。

「純行政コスト」は行政コスト計算書では、直接行政サービスの対価として
収入された、使用料及び手数料等の経常収益のみを財源として充て、それに臨
時損益を加えていたため、３２６億８，５１６万円のマイナスでした。

純行政コストに対して、受益者負担以外の収入（市税等の一般財源や国県補
助金等受入）が、４０９億７，０２０万円となっています。
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（単位：千円）

31,902,218

12,066,375

5,846,426

5,788,334

162,449

269,166

19,835,843

11,013,877

6,375,298

2,364,113

82,555

35,516,386

22,816,498

11,516,443

530,983

652,462

3,614,168

15,389,031

13,525,975

1,361,136

501,920

8,391,172

2,280,810

750,132

502,082

382,633

4,475,515

△ 6,997,859

（1）税収等収入

（2）国県等補助金収入

投資活動収支

 １　投資活動支出

（3）貸付金元金回収収入

（5）その他の収入

投資活動収支

 ２　投資活動収入

（1）公共施設等整備費支出

（2）基金積立金支出

（1）国県等補助金収入

（2）基金取崩収入

（3）貸付金支出

（4）資産売却収入

④その他の支出

（2）移転費用支出

業務活動収支

③他会計への繰出支出

①補助金等支出

②社会保障給付支出

（3）使用料及び手数料収入

（4）その他の収入

④その他の支出

 ２　業務収入

③支払利息支出

一般会計等資金収支計算書
（令和3年4月1日～令和4年3月31日）

業務活動収支

（1）業務費用支出

①人件費支出

②物件費支出

 １　業務支出
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3,028,758

2,927,885

100,873

7,170,717

7,170,717

4,141,959

758,268

1,395,939

2,154,207

204,792

43,262

248,054

2,402,261

４．一般会計等資金収支計算書からみた財政状況

（１）業務活動収支

（２）投資活動収支

（３）財務活動収支

　財務活動収支の支出合計は、３０億２，８７６万円となり、収入合計は７１億７，０
７２万円となりました。

「投資活動収支」は、道路、学校、公園など公共施設整備や基金積立・取崩など、市
の資産の増減に伴う資金収支をいいます。
　投資活動収支の支出合計は、１５３億８，９０３万円となり、収入合計は８３億９，
１１７万円となりました。

「財務活動収支」は、地方債発行や元金償還など、市の負債の増減に伴う資金収支を
いいます。

本年度末現金預金残高

　資金収支計算書は、財務書類のうち唯一現金主義に基づいて作成されており、その数
値は「貸借対照表」の流動資産に計上した「現金預金」と一致します。
　「業務活動収支」が３６億１，４１７万円のプラス、「投資活動収支」が６９億９，
７８６万円のマイナス、「財務活動収支」が４１億４，１９６万円のプラスとなり、
「本年度資金収支額」が７億５，８２７万円のプラスとなりました。その結果、本年度
末資金残高は、２１億５，４２１万円となっています。これに「歳計外現金」２億４，
８０５万円を合わせた「本年度末現金預金残高」は２４億２２６万円となっています。

「業務活動収支」は、人件費、物件費、社会保障給付（扶助費）などの行政サービス
の提供に関する経常的・臨時的な行政活動に伴う資金収支をいいます。
　業務活動収支の支出合計は、３１９億２２２万円となり、収入合計は３５５億１，６
３９万円となりました。

前年度末歳計外現金残高

本年度末歳計外現金残高

本年度資金収支額

本年度歳計外現金増減額

前年度末資金残高

本年度末資金残高

（1）地方債償還支出

（2）その他の支出

 ２　財務活動収入

（1）地方債発行収入

財務活動収支

 １　財務活動支出

財務活動収支
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Ⅳ．一般会計等貸借対照表の前年度比較

（単位：千円）

令和３年度 令和２年度 前年比 令和３年度 令和２年度 前年比

 １　固定資産 122,499,140 111,190,719 11,308,421  １　固定負債 49,511,142 45,217,379 4,293,763

（1）有形固定資産 116,353,732 105,269,581 11,084,151 （1）地方債 42,521,135 38,386,200 4,134,935

①事業用資産 75,096,757 65,814,789 9,281,968 （2）退職手当引当金 6,179,962 6,487,370 △ 307,408

ⅰ土地 26,597,190 26,903,103 △ 305,913 （3）その他 810,045 343,809 466,236

ⅱ建物 21,812,551 19,419,409 2,393,142  ２　流動負債 3,670,568 3,617,046 53,522

ⅲ工作物 2,037,411 1,359,286 678,125 （1）1年内償還予定地方債 3,035,782 2,927,886 107,896

ⅳ建設仮勘定 24,649,605 18,132,991 6,516,614 （2）賞与等引当金 367,575 364,339 3,236

②インフラ資産 40,191,032 38,957,237 1,233,795 （3）預り金 248,054 204,792 43,262

ⅰ土地 17,540,902 17,522,134 18,768 （4）その他 19,157 120,029 △ 100,872

ⅱ建物 173,775 165,464 8,311 負債合計 53,181,710 48,834,425 4,347,285

ⅲ工作物 19,670,477 19,955,477 △ 285,000

ⅳ建設仮勘定 2,805,878 1,314,162 1,491,716  １　固定資産等形成分 129,697,879 117,773,374 11,924,505

③物品 1,065,943 497,555 568,388  ２　余剰分（不足分） △ 50,730,569 △ 47,128,867 △ 3,601,702

（2）無形固定資産 486,385 97,023 389,362

①ソフトウェア 486,385 97,023 389,362

（3）投資その他の資産 5,659,023 5,824,115 △ 165,092

①投資及び出資金 10,812,993 10,813,142 △ 149

②投資損失引当金 △ 6,477,192 △ 6,620,586 143,394

③長期延滞債権 575,848 910,837 △ 334,989

④基金 838,306 843,386 △ 5,080

⑤徴収不能引当金 △ 90,932 △ 122,664 31,732

 ２　流動資産 9,649,880 8,288,213 1,361,667

（1）現金預金 2,402,261 1,600,731 801,530

（2）未収金 55,962 115,075 △ 59,113

（3）基金 7,198,739 6,582,655 616,084

（4）徴収不能引当金 △ 7,082 △ 10,248 3,166 純資産合計 78,967,310 70,644,507 8,322,803

資産合計 132,149,020 119,478,932 12,670,088 負債及び純資産合計 132,149,020 119,478,932 12,670,088

純資産の部

資産の部 負債の部
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１．資産の部

１．固定資産

（1）有形固定資産

（2）無形固定資産

２．流動資産

２．負債の部

３．純資産の部

　資産の部全体では、１２６億７，００９万円増加しました。

　有形固定資産全体では１１０億８，４１５万円増加しました。主な要因は、広域ごみ処理施
設・新庁舎・松村川排水機場等の工事に伴い建設仮勘定が８０億８３３万円増加したことによる
ものです。

※広域ごみ処理施設建設事業に係る経費については、東播２市２町（高砂市、加古川市、稲美町及び
播磨町）で按分負担していますが、資産そのものは高砂市に帰属しているため、貸借対照表において
は資産形成分の全額が資産計上される一方で、負債については高砂市負担分の経費に充てた地方債の
み計上されています。しかし、現実には他市町の住民も将来の経済的便益を享受するものであること
からも、実質的には２市２町の資産とみなすこともできます。
　高砂市の経費負担割合分（２１．８６％）のみを資産計上した場合、資産総額は約１８９億円目減
りして１，１３２億４，９０２万円となり、純資産は６００億６，７３１万円となります。

　無形固定資産は新規ソフトウェアのリース開始等により３億８，９３６万円増加しました。

（3）投資その他の資産

　投資その他の資産全体では１億６，５０９万円減少しました。主な要因は、高砂市互助会が解
散したことによる負担金返還金が廃止されたため、長期延滞債権が３億３，４９９万円減少した
ことによるものです。

　流動資産全体では１３億６，１６７万円増加しました。主な要因は、財政調整基金と減債基金
の積立てにより基金が６億１，６０８万円増加したことと、現金預金が８億１５３万円増加した
ことによるものです。「現金預金」は形式収支（２１億５，４２１万円）と歳計外現金（２億
４，８０５万円）を併せた金額になります。

　負債の部全体では４３億４，７２９万円増加しました。主な要因は、広域ごみ処理施設・新庁
舎等の工事に充当する市債や臨時財政対策債の影響により、地方債（１年内償還予定地方債含
む）が４２億４，２８３万円増加したことによるものです。

　この結果、資産と負債の差額である純資産は８３億２，２８０万円増加しました。
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Ⅴ．一般会計等財務書類の分析指標

１．歳入額対資産比率

年

２．有形固定資産減価償却率

％

事業分類別有形固定資産減価償却率

％ ％

％ ％

％ ％

％ ％

％ ％

％ ％

％ ％

59.2

総務

60.4

59.6

38.7

77.6

31.9

65.1

42.719.2

（前年度）

生活インフラ・国土保全

教育

福祉

環境衛生

産業振興

有形固定資産減価償却率

74.8

57.4

36.2

29.2

63.0

57,552,798 56.8

57,552,798 116,353,732

＝

土地等の非償却資産

　財務書類のデータ等による指標を分析することにより、高砂市の財政状況を多角的に分析
することが可能となります。また、各指標は経年で比較することや類似団体と比較すること
により、全体の大まかな傾向を把握するのに有効です。
　なお、各指標は平成３１年３月に総務省が公表した「地方公会計の推進に関する研究会報
告書」に基づき算出していますが、単年度に発生した取引の影響で大きく数値が変動した
り、他団体は別の算出方法により指標を作成している場合があるため、経年比較や類似団体
比較をする場合には留意が必要です。

　歳入総額に対する資産の比率を算定することにより、これまでに形成されたストックであ
る資産は、歳入の何年分に相当するかを表し、資産形成の度合いを測ることができます。
　この比率が高いほど社会資本の整備が進んでいると考えられますが、これからの維持管理
に多額の経費が必要となります。

資産合計
／

歳入総額
＝

歳入額対資産比率

100

事業分類

（前年度2.06年）2.52

72,659,518

132,149,020 52,474,214

消防（警察）

有形固定資産減価償却率

（前年度57.6％）

有形固定資産合計

＋

　有形固定資産のうち、償却資産の取得価額等に対する減価償却累計額の割合を算出するこ
とにより、耐用年数に対して資産の取得からどの程度経過しているのかを示した指標です。
　この比率が高ければ高いほど、近い将来、施設等の大規模改修や建替等が必要になる可能
性があります。

減価償却累計額
） ×

減価償却累計額
／　（ －

※広域ごみ処理施設に係る資産
を高砂市負担割合分で計上した
場合　2.16年　（前年度1.83
年）
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３．社会資本等形成の世代間負担比率(純資産比率(過去及び現世代負担比率)、将来世代負担比率)

59.8

24.2

４．受益者負担比率

3.6

５．行政コスト対税収等比率

％

受益者負担の割合

行政コスト対税収等比率

＝／

100

経常収益

84.7 （前年度86.2％）

11,516,443

×

32,770,544
（

　総資産のうち、純資産による形成割合を見ることにより、これまでの世代（過去及び現世
代）によって既に負担された割合をみることができます。
　また、負債に着目すれば、将来返済しなければならない、今後の世代によって負担する割
合を見ることができます。
　将来世代負担比率が低い方が財政的には健全といえますが、世代間負担の公平を図るため
には、過去及び現世代が過度に負担することも適当ではありません。

100 ＝

＝

純経常行政コスト

33,981,570

資産合計

／

）
27,172,950

純資産比率

132,149,020
×

　税収などの一般財源等に対する純経常行政コストの比率をみることにより、当該年度の税
収等のうち、どれだけが資産形成の伴わない行政コストに費消されたのかがわかります。こ
の比率が100％に近づくほど資産形成の余裕度が低いといえ、さらに100％を上回ると、過去
から蓄積した資産が取崩されたことを表します。

100
116,840,117

×

／

　行政コスト計算書の経常収益は、使用料・手数料など行政サービスに係る受益者負担の金
額ですので、これを経常費用と比較することにより、行政サービスの提供に対する受益者負
担の割合を算出することができます。

1,211,026

※地方債残高は、地方債合計から臨時財政対策債、減収補填債特例分、減税補填債、臨時税
収補填債、臨時財政特例債の合計を除いた金額です。

一般財源

社会資本等形成の将来世代負担比率

＋

地方債残高

＝

×　100

補助金等受入（その他一般財源等）
／

純資産

78,967,310

有形・無形固定資産合計

28,266,557

経常費用

※広域ごみ処理施設に係る資産
を高砂市負担割合分で計上した
場合　53.0％　（前年度
54.0％）

※広域ごみ処理施設に係る資産
を高砂市負担割合分で計上した
場合　28.9％　（前年度
26.0％）

※広域ごみ処理施設に係る資産を高砂市負担割合分で計上したと仮定し、資産
形成に係る１市２町からの受託事業収入を一般財源から控除した場合　89.5％
(前年度98.4％)

％ （前年度59.1％）

％ （前年度22.7％）

％ （前年度2.7％）
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【住民一人当たり貸借対照表】 （単位：千円）

人

【住民一人当たり行政コスト計算書】 （単位：千円）

人

3

138,297

888

368

     臨時利益 e

14

108

     臨時損失 d

3,670,568

78,967,310

41

固定負債

1,211,026

2

27

1,308

住民一人当たり

1,485

固定資産

1,065,943

6,375,298 72

純経常行政コスト　 c＝ａ－ｂ　　 32,770,544

557

3

8

75,096,757

116,353,732

　住民一人当たりの貸借対照表や行政コスト計算書の各項目の金額を算出することにより、
人口規模等を考慮しないで済むため、他の地方公共団体と比較しやすくなります。また、よ
り市民の皆様が実感を持てる数値となります。

６．住民一人当たり財務書類

5,542,254

9,649,880

一般会計等

一般会計等

物にかかるコスト　小計

2

90

その他

62

27

支払利息

0

住民一人当たり

53,181,710

職員給与費

項目

有形固定資産

132,149,020

4,996,901

88,968

5,015,521

負債合計

162,449

項目

物件費

40,191,032

5,659,023

物品

56

流動資産

人にかかるコスト　小計

純資産合計

49,511,142

資産合計

1,377

452

流動負債

844

賞与等引当金繰入額

インフラ資産

12

64投資その他の資産

560,098

住民基本台帳人口（R4.1.1）

542,117

598

事業用資産

純行政コスト c＋（d－e）　　

122,499,140

移転費用　小計 19,759,510

33,981,570

269,166

3,236

減価償却費

     経常費用　合計 ａ

222

88,968

維持補修費

11,013,877

699,177

その他

補助金等

56

社会保障給付

2,364,113

6

0

124

6

2,405,010

7,980,629

無形固定資産 486,385 5

382

367

6,222

住民基本台帳人口（R4.1.1）

他会計への繰出金

その他

その他のコスト　小計

     経常収益 b

223,677

32,685,164
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７．債務償還可能年数

6.2 年

８．基礎的財政収支（プライマリーバランス）

千円

（前年度7.6年）

※経常一般財源等（歳入）等＝経常一般財源等＋減収補填債特例分発行額＋臨時財政対策債
発行可能額

※充当可能財源は、地方公共団体財政健全化法上の将来負担率算定式の「充当可能基金残高
＋充当可能特定歳入」です。

※将来負担額は、地方公共団体財政健全化法上の将来負担率の算定式により算出した金額です。

将来負担額

71,636,173
－

充当可能財源

経常一般財源等（歳入）等

23,255,085 14,870,962
－

＝
経常経費充当財源等

19,958,148

　自治体の抱えている実質債務を経常的に確保できる資金で返済した場合に何年で返済でき
るかを表す指標で、借金の多さや債務返済能力を測る指標です。
　自治体が抱えている借金を返済するには、何らかの形で資金を確保しなければなりませ
ん。また、安定的に返済を行っていかなければならないため、その資金は経常的に確保でき
る必要があります。この指標が小さいほど、債務償還能力が高いことになります。

　地方債等の元利償還額を除いた歳出と、地方債等発行収入を除いた歳入のバランスをみる
もので、プライマリーバランスが均衡している場合には、経済成長率が長期金利を下回らな
い限り経済規模に対する地方債等の比率は増加せず、持続可能な財政運営であるといえま
す。

※業務活動収支は、支払利息支出を除いた金額です。
※投資活動収支は、基金積立金支出と基金取崩収入を除いた金額です。

3,776,617

＋
業務活動収支

基礎的財政収支
（プライマリーバランス）

△ 2,610,238

（前年度△693,887千円）

※経常経費充当財源等は、経常経費充当一般財源等から、地方公共団体財政健全化法上の実
質公債費率算定式の「債務負担行為のうち公債費に準ずるもの、公営企業や一部事務組合等
の起こした地方債の償還財源に充てた繰出金や負担金等」と、元金償還金（経常経費充当一
般財源等）を除いた金額です。

△ 6,386,855

投資活動収支
＝

債務償還可能年数
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Ⅵ．全体財務書類

（単位：千円）

199,642,082  １　固定負債 111,392,110

194,028,364 （1）地方債 72,113,156

79,645,641 （2）退職手当引当金 7,531,808

28,360,977 （3）その他 31,747,146

24,578,425  ２　流動負債 8,336,337

2,047,134 （1）1年内償還予定地方債 5,978,042

24,659,105 （2）未払金 896,983

103,835,781 （3）未払費用 －

20,927,514 （4）前受金 2,928

3,534,151 （5）賞与等引当金 596,871

75,789,611 （6）預り金 726,838

506,371 （7）その他 134,675

3,078,134 負債合計 119,728,447

10,546,942

2,191,783  １　固定資産等形成分 206,840,820

3,421,935  ２　余剰分（不足分） △ 108,223,934

273,682

928,163

2,265,667

90,747

△ 136,324

18,703,251

10,493,215

1,017,550

7,198,739

10,123

976

△ 17,352 純資産合計 98,616,886

218,345,333 負債及び純資産合計 218,345,333

純資産の部

全体貸借対照表
（令和4年3月31日）

資産の部 負債の部

 １　固定資産

（1）有形固定資産

①事業用資産

ⅰ土地

ⅱ建物

ⅲ工作物

②長期延滞債権

ⅳ建設仮勘定

②インフラ資産

ⅰ土地

ⅱ建物

ⅲ工作物

ⅳその他

③基金

④その他

⑤徴収不能引当金

 ２　流動資産

（1）現金預金

ⅴ建設仮勘定

③物品

（2）無形固定資産

（3）投資その他の資産

①投資及び出資金

（2）未収金

（3）基金

（4）棚卸資産

（5）その他

（6）徴収不能引当金

資産合計
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１．全体貸借対照表からみた財政状況

（１）資産の部
①有形固定資産

②投資その他の資産

③流動資産

（２）負債の部
①固定負債

②流動負債

（３）純資産の部

　全体貸借対照表は、一般会計等に病院事業、水道事業、国民健康保険事業等の公営事業会計を連
結した、市全体の資産や負債のストック情報を網羅した財務書類です。

「流動負債」は８３億３，６３４万円で、内訳は「1年内償還予定地方債」が５９億７，８０
４万円、「未払金」が８億９，６９８万円、「前受金」が２９３万円、「賞与等引当金」が５億
９，６８７万円、「預り金」が７億２，６８４万円、前述したもの以外の流動負債「その他」が
１億３，４６８万円となっています。

資産の部から負債の部を差引いた純資産は９８６億１，６８９万円となっており、資産に占め
る純資産の割合である純資産比率は４５．２％となります。

　高砂市の令和３年度全体貸借対照表は、資産が２，１８３億４，５３３万円、負債が１，１９７
億２，８４５万円であり、資産から負債を差引いた純資産は９８６億１，６８９万円となりまし
た。

「固定資産」は１，９９６億４，２０８万円で、そのうち土地や建物等の「有形固定資産」が
１，９４０億２，８３６万円で、うち土地は４９２億８，８４９万円となっています。
　有形固定資産は総資産額の８８．９％に達しており、「インフラ資産」が１，０３８億３，５
７８万円（構成比５３．５％）で最も高い割合を示しており、一般会計等と比べ約６３６億円増
加しているのは、上下水道事業の資産を合算したことによるものです。次に「事業用資産」が７
９６億４，５６４万円（構成比４１．０％）となっています。

「投資その他の資産」は３４億２，１９４万円で、うち、期限が到来してから１年以上回収で
きていない債権である「長期延滞債権」を将来、回収により現金化可能な資産として９億２，８
１６万円を資産計上しています。また、長期延滞債権のうち、時効等により回収が困難になると
見込まれる額である「徴収不能引当金」を１億３，６３２万円マイナス計上しています。なお、
投資及び出資金が一般会計等と比べて減少しているのは、病院事業会計への出資金を相殺消去し
ているためです。

「流動資産」の総額は、１８７億３２５万円となっています。「現金預金」が　１０４億９，
３２２万円、収入未済額のうち、その年度に新たに発生した「未収金」が１０億１，７５５万
円、「徴収不能引当金」を１，７３５万円マイナス計上しています。

「固定負債」は１，１１３億９，２１１万円となっています。内訳は、「地方債」が７２１億
１，３１６万円、「退職手当引当金」が７５億３，１８１万円、前述したもの以外の固定負債
「その他」が３１７億４，７１５万円となりました。
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（単位：千円）

24,615,259
9,047,987
7,701,723
216,529
2,597

1,127,138
13,934,319
7,461,518
741,270

5,702,949
28,582

1,632,953
682,334
270,566
680,053

31,850,869
25,466,635
6,377,917

6,317
56,466,128

6,019,504
949,661

6,969,165
49,496,963

192,841
1,408

194,249

75,675
53,362

129,037
49,562,175

全体行政コスト計算書
（令和3年4月1日～令和4年3月31日）

経常費用

 １　業務費用

（1）人にかかるコスト

①職員給与費

③退職手当引当金繰入額

②賞与等引当金繰入額

④その他

（2）物にかかるコスト

①物件費

②維持補修費

③減価償却費

④その他

（3）その他のコスト

①支払利息

②徴収不能引当金繰入額

③その他

 ２　移転費用

（1）補助金等

（2）社会保障給付

（3）その他

経常費用合計

経常収益

 １　使用料及び手数料

 ２　その他

経常収益合計

純経常行政コスト

（経常費用-経常収益）

臨時損失

 ２　その他

臨時損失合計

臨時利益

 １　資産売却益

臨時利益合計

純行政コスト

（純経常行政コスト+臨時損失-臨時利益）

 １　資産除売却損

 ２　その他
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２．全体行政コスト計算書からみた財政状況

（１）人にかかるコスト

（２）物にかかるコスト

（３）その他のコスト

（４）移転費用

「物件費」は７４億６，１５２万円、「維持補修費」は７億４，１２７万円、「減
価償却費」は５７億２９５万円、その他の物件費は２，８５８万円となり、物にかか
るコストは経常費用の２４．７％を占めています。

　令和３年度の全体行政コスト計算書は、「経常費用」は５６４億６，６１３万円、
「経常収益」は６９億６，９１７万円となり、差引いた「純経常行政コスト」は４９
４億９，６９６万円となりました。これに「臨時損失」と「臨時利益」の差額を含め
た「純行政コスト」は４９５億６，２１８万円となりました。

　「職員給与費」は７７億１７２万円、「賞与等引当金繰入額」は２億１，６５３万
円、「退職手当引当金繰入額」は２６０万円、その他の人件費は１１億２，７１４万
円となり、人にかかるコストは経常費用の１６．０％を占めています。

「支払利息」は６億８，２３３万円、「徴収不能引当金繰入額」は２億７，０５７
万円、その他の行政コストは６億８，００５万円となり、その他のコストは経常費用
の２．９％を占めています。

「補助金等」は２５４億６，６６４万円、「社会保障給付」は６３億７，７９２万
円、その他の移転費用は６３２万円となり、移転費用は経常費用の５６．４％を占め
ています。
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（単位：千円）

91,990,244

△ 49,562,175

65,168,097

41,277,170

23,890,927

15,605,922

91,988

△ 9,071,268

6,626,642

98,616,886

全体純資産変動計算書
（令和3年4月1日～令和4年3月31日）

前年度末純資産残高

純行政コスト（△）

財源

税収等

国県等補助金

本年度末純資産残高

本年度差額

その他

本年度純資産変動額

無償所管換等
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３．全体純資産変動計算書からみた財政状況

（１）純行政コスト

（２）財源

（３）無償所管換等
「無償所管換等」は９，１９９万円のプラスとなりました。

　全体純資産変動計算書は、全体貸借対照表の純資産の部に計上されている各
数値が１年間でどのように変動したかを表す財務書類です。令和３年度の期末
純資産残高は９８６億１，６８９万円となり、前年度から６６億２，６６４万
円増加しています。なお、本年度末純資産残高は、全体貸借対照表の純資産合
計と一致します。

「純行政コスト」は、全体行政コスト計算書の純行政コストと一致していま
す。「純行政コスト」は４９５億６，２１８万円のマイナスとなりました。

「財源」の合計は、６５１億６，８１０万円となりました。
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（単位：千円）

58,395,210

19,760,747

9,401,286

8,885,585

682,334

791,542

38,634,463

32,173,895

6,377,917

82,651

68,905,650

40,040,911

21,587,454

6,077,924

1,199,361

1,260

1,260

48,752

10,557,932

17,009,536

14,834,442

1,666,034

509,060

9,800,019

2,577,249

851,060

509,100

330,183

5,532,427

△ 7,209,517

②社会保障給付支出

全体資金収支計算書
（令和3年4月1日～令和4年3月31日）

業務活動収支

 １　業務支出

（1）業務費用支出

①人件費支出

③その他の支出

 ２　業務収入

（1）税収等収入

（2）国県等補助金収入

（3）使用料及び手数料収入

②物件費支出

③支払利息支出

④その他の支出

（2）移転費用支出

①補助金等支出

（4）その他の収入

業務活動収支

投資活動収支

 １　投資活動支出

（1）公共施設等整備費支出

（2）基金積立金支出

 ３　臨時支出

（1）その他の支出

 ４　臨時収入

（3）貸付金支出

 ２　投資活動収入

（1）国県等補助金収入

（2）基金取崩収入

（3）貸付金元金回収収入

（4）資産売却収入

（5）その他の収入

投資活動収支
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6,020,556

5,876,942

143,614

7,799,198

7,724,017

75,181

1,778,642

5,127,057

5,118,104

10,245,161

204,792

43,262

248,054

10,493,215

４．全体資金収支計算書からみた財政状況

（１）業務活動収支

（２）投資活動収支

（３）財務活動収支

（４）本年度資金収支額

（1）地方債発行収入

（2）その他の支出

 ２　財務活動収入

（2）その他の収入

財務活動収支

本年度資金収支額

前年度末資金残高

財務活動収支

 １　財務活動支出

（1）地方債償還支出

本年度末資金残高

前年度末歳計外現金残高

本年度歳計外現金増減額

本年度末歳計外現金残高

本年度末現金預金残高

　市全体の資産のうち、現金資産に注目し、各会計の収支を「業務活動収支」、「投資
活動収支」、「財務活動収支」の３つに区分して表示し、その会計年度の収支の実態を
反映させた資金収支計算書を連結したものが、全体資金収支計算書です。

「業務活動収支」の支出合計は、５８３億９，６４７万円、収入合計は６８９億５，
４４０万円となり、差引き１０５億５，７９３万円の黒字となりました。

「投資活動収支」の支出合計は、１７０億９５４万円、収入合計は９８億２万円とな
り、差引き７２億９５２万円の赤字となりました。

「財務活動収支」の支出合計は、６０億２，０５６万円、収入合計は７７億９，９２
０万円となり、差引き１７億７，８６４万円の黒字となりました。

「業務活動収支額」、「投資活動収支額」、「財務活動収支額」を合算した額です。
５１億２，７０６万円の黒字となりました。
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Ⅶ．連結財務書類

（単位：千円）

199,859,586  １　固定負債 111,392,110

194,107,318 （1）地方債 72,113,156

79,724,595 （2）退職手当引当金 7,531,808

28,439,930 （3）その他 31,747,146

24,578,426  ２　流動負債 8,361,891

2,047,134 （1）1年内償還予定地方債 5,978,042

24,659,105 （2）未払金 919,661

103,835,781 （3）未払費用 －

20,927,514 （4）前受金 4,655

3,534,151 （5）賞与等引当金 596,871

75,789,611 （6）預り金 727,987

506,371 （7）その他 134,675

3,078,134 負債合計 119,754,001

10,546,942

2,192,083  １　固定資産等形成分 207,058,325

3,560,185  ２　余剰分（不足分） △ 107,702,468

108,682  ３　他団体出資等分 205,000

930,511

2,566,569

90,747

△ 136,324

19,455,272

11,039,378

1,018,408

7,198,739

10,123

205,976

△ 17,352 純資産合計 99,560,857

219,314,858 負債及び純資産合計 219,314,858

連結貸借対照表
（令和4年3月31日）

資産の部 負債の部

 １　固定資産

（1）有形固定資産

①事業用資産

ⅰ土地

ⅱ建物

ⅲ工作物

ⅳ建設仮勘定

②インフラ資産

ⅰ土地

ⅱ建物

ⅲ工作物

ⅴ建設仮勘定

③物品

（3）投資その他の資産

ⅳその他

（2）無形固定資産

（5）その他

（6）徴収不能引当金

（3）基金

⑤徴収不能引当金

 ２　流動資産

（1）現金預金

（2）未収金

純資産の部

①投資及び出資金

②長期延滞債権

③基金

④その他

（4）棚卸資産

資産合計
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１．連結貸借対照表からみた財政状況

（１）資産の部
①有形固定資産

②投資その他の資産

③流動資産

（２）負債の部
①固定負債

②流動負債

（３）純資産の部

「流動負債」は８３億６，１８９万円で、内訳は「1年内償還予定地方債」が５９億７，８０
４万円、「未払金」が９億１，９６６万円、「前受金」が４６６万円、「賞与等引当金」が５億
９，６８７万円、「預り金」が７億２，７９９万円、前述したもの以外の流動負債「その他」が
１億３，４６８万円となっています。

資産の部から負債の部を差引いた純資産は９９５億６，０８６万円となっており、資産に占め
る純資産の割合である純資産比率は４５．４％となります。

　高砂市の令和３年度連結貸借対照表は、資産が２，１９３億１，４８６万円、負債が１，１９７
億５，４００万円であり、資産から負債を差引いた純資産は９９５億６，０８６万円となりまし
た。

「固定資産」は１，９９８億５，９５９万円で、そのうち土地や建物等の「有形固定資産」が
１，９４１億７３２万円で、うち土地は４９３億６，７４４万円となっています。
　有形固定資産は総資産額の８８．５％に達しており、「インフラ資産」が１，０３８億３，５
７８万円（構成比５３．５％）で最も高い割合を示しており、一般会計等と比べ約６３６億円増
加しているのは、上下水道事業の資産を合算したことによるものです。次に「事業用資産」が７
９７億２，４６０万円（構成比４１．１％）となっています。

「投資その他の資産」は３５億６，０１９万円で、うち、期限が到来してから１年以上回収で
きていない債権である「長期延滞債権」を将来、回収により現金化可能な資産として９億３，０
５１万円を資産計上しています。また、長期延滞債権のうち、時効等により回収が困難になると
見込まれる額である「徴収不能引当金」を１億３，６３２万円マイナス計上しています。なお、
投資及び出資金が一般会計等と比べて減少しているのは、連結対象会計・団体・法人間で出資
金・出捐金を相殺消去しているためです。

　連結貸借対照表は、連結対象の各会計・団体・法人をひとつの行政サービスの実施体とみなし
て、資産や負債のストック情報を網羅した財務書類です。連結に際して、一般会計等から連結対象
会計・法人等への出資金や連結対象会計・法人等の間での内部取引は相殺消去を行っています。

「流動資産」の総額は、１９４億５，５２７万円となっています。「現金預金」が１１０億
３，９３８万円、収入未済額のうち、その年度に新たに発生した「未収金」が１０億１，８４１
万円、「徴収不能引当金」を１，７３５万円マイナス計上しています。

「固定負債」は１，１１３億９，２１１万円となっています。内訳は一般会計等及び下水道事
業、病院事業、水道事業等の「地方公共団体」の地方債が７２１億１，３１６万円、「退職手当
引当金」が７５億３，１８１万円、前述したもの以外の固定負債「その他」が３１７億４，７１
５万円となりました。
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（単位：千円）

25,248,343
9,149,252
7,800,221
216,529
2,597

1,129,905
13,938,939
7,427,467
779,786

5,703,105
28,581

2,160,152
682,334
270,566

1,207,252
40,816,843
34,422,927
6,377,917

15,999
66,065,186

6,019,504
977,956

6,997,460
59,067,726

192,841
1,882

194,723

75,675
53,363

129,038
59,133,411純行政コスト

（純経常行政コスト+臨時損失-臨時利益）

 １　資産売却益

臨時利益合計

 １　資産除売却損

 １　使用料及び手数料

 ２　その他

経常収益合計

純経常行政コスト

（経常費用-経常収益）

臨時損失

 ２　その他

臨時利益

 ２　その他

①支払利息

②徴収不能引当金繰入額

③その他

 ２　移転費用

（1）補助金等

臨時損失合計

（2）社会保障給付

（3）その他

経常費用合計

経常収益

④その他

③退職手当引当金繰入額

④その他

（2）物にかかるコスト

①物件費

（3）その他のコスト

②維持補修費

③減価償却費

②賞与等引当金繰入額

連結行政コスト計算書
（令和3年4月1日～令和4年3月31日）

経常費用

 １　業務費用

（1）人にかかるコスト

①職員給与費
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２．連結行政コスト計算書からみた財政状況

（１）人にかかるコスト

（２）物にかかるコスト

（３）その他のコスト

（４）移転費用

　「職員給与費」は７８億２２万円、「賞与等引当金繰入額」は２億１，６５３万
円、「退職手当引当金繰入額」は２６０万円、その他の人件費は１１億２，９９１万
円となり、人にかかるコストは経常費用の１３．８％を占めています。

「支払利息」は６億８，２３３万円、「徴収不能引当金繰入額」は２億７，０５７
万円、その他の行政コストは１２億７２５万円となり、その他のコストは経常費用の
３．３％を占めています。

「物件費」は７４億２，７４７万円、「維持補修費」は７億７，９７９万円、「減
価償却費」は５７億３１１万円、その他の物件費は２，８５８万円となり、物にかか
るコストは経常費用の２１．１％を占めています。

「補助金等」は３４４億２，２９３万円、「社会保障給付」は６３億７，７９２万
円、その他の移転費用は１，６００万円となり、移転費用は経常費用の６１．８％を
占めています。

　令和３年度の連結行政コスト計算書は、「経常費用」は６６０億６，５１９万円、
「経常収益」は６９億９，７４６万円となり、差引いた「純経常行政コスト」は５９
０億６，７７３万円となりました。これに「臨時損失」と「臨時利益」の差額を含め
た「純行政コスト」は５９１億３，３４１万円となりました。
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（単位：千円）

93,094,772

△ 59,133,411

74,584,982

45,954,050

28,630,932

15,451,571

91,988

△ 9,077,474

6,466,085

99,560,857

無償所管換等

連結純資産変動計算書
（令和3年4月1日～令和4年3月31日）

前年度末純資産残高

純行政コスト（△）

財源

税収等

国県等補助金

本年度差額

その他

本年度純資産変動額

本年度末純資産残高
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３．連結純資産変動計算書からみた財政状況

（１）純行政コスト

（２）財源

（３）無償所管換等
「無償所管換等」は９，１９９万円のプラスとなりました。

　連結純資産変動計算書は、連結貸借対照表の純資産の部に計上されている各
数値が１年間でどのように変動したかを表す財務書類です。令和３年度の期末
純資産残高は９９５億６，０８６万円となり、前年度から６４億６，６０８万
円増加しています。なお、本年度末純資産残高は、連結貸借対照表の純資産合
計と一致します。

「純行政コスト」は、連結行政コスト計算書の純行政コストと一致していま
す。「純行政コスト」は５９１億３，３４１万円のマイナスとなりました。

「財源」の合計は、７４５億８，４９８万円となりました。
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（単位：千円）

72,852,055

20,602,293

9,401,299

9,208,380

682,334

1,310,280

52,249,762

45,789,194

6,377,917

82,651

83,279,986

49,230,144

26,352,194

6,077,924

1,619,724

1,260

1,260

48,752

10,475,423

17,221,991

14,834,442

1,878,489

509,060

9,902,237

2,577,249

953,278

509,100

330,183

5,532,427

△ 7,319,754

②物件費支出

③支払利息支出

（2）国県等補助金収入

（3）使用料及び手数料収入

（1）その他の支出

（2）基金取崩収入

（4）資産売却収入

④その他の支出

（2）移転費用支出

連結資金収支計算書
（令和3年4月1日～令和4年3月31日）

業務活動収支

 １　業務支出

（1）業務費用支出

①人件費支出

①補助金等支出

②社会保障給付支出

（2）基金積立金支出

③その他の支出

 ２　業務収入

（1）税収等収入

（4）その他の収入

業務活動収支

投資活動収支

 １　投資活動支出

（1）公共施設等整備費支出

 ３　臨時支出

（3）貸付金支出

 ２　投資活動収入

（1）国県等補助金収入

 ４　臨時収入

（5）その他の収入

投資活動収支

（3）貸付金元金回収収入
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6,020,556

5,876,942

143,614

7,799,197

7,724,017

75,180

1,778,641

4,934,310

5,936,252

△ 79,317

10,791,245

204,862

43,271

248,133

11,039,378

４．連結資金収支計算書からみた財政状況

（１）業務活動収支

（２）投資活動収支

（３）財務活動収支

（４）本年度資金収支額

前年度末資金残高

財務活動収支

本年度資金収支額

経費負担割合の変更に伴う差額

本年度末資金残高

財務活動収支

 １　財務活動支出

（1）地方債償還支出

（2）その他の支出

（2）その他の収入

「業務活動収支額」、「投資活動収支額」、「財務活動収支額」を合算した額です。
４９億３，４３１万円の黒字となりました。

前年度末歳計外現金残高

本年度歳計外現金増減額

本年度末歳計外現金残高

本年度末現金預金残高

「財務活動収支」の支出合計は、６０億２，０５６万円、収入合計は７７億９，９２
０万円となり、差引き１７億７，８６４万円の黒字となりました。

（1）地方債発行収入

　連結対象団体の資産のうち、現金資産に注目し、各会計・団体・法人の収支を「業務
活動収支」、「投資活動収支」、「財務活動収支」の３つに区分して表示し、その会計
年度の収支の実態を反映させた資金収支計算書を連結したものが、連結資金収支計算書
です。

「業務活動収支」の支出合計は、７２８億５，３３２万円、収入合計は８３３億２，
８７４万円となり、差引き１０４億７，５４２万円の黒字となりました。

「投資活動収支」の支出合計は、１７２億２，１９９万円、収入合計は９９億２２４
万円となり、差引き７３億１，９７５万円の赤字となりました。

 ２　財務活動収入
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Ⅷ．連結財務書類の分析

１．貸借対照表の連単分析

（単位：千円）

　連結財務書類の分析の方法として、連単分析があります。これは、一般会計等財務書類の数値
と連結財務書類の数値を比較することにより、一般会計等以外での資産や行政サービスの規模等
を把握することができます。

　資産や負債の連単倍率（連結財務書類計上額÷一般会計等財務書類計上額）を分析するこ
とにより、一般会計等だけでは見えない公共資産整備の状況や借金の規模を把握することが
できます。また、有形固定資産の性質別区分の連単倍率を比較することで、一般会計等以外
の会計・団体・法人でどのような性質の資産整備が行われているかを分析することができま
す。

負債合計

純資産合計

資産合計

78,967,310

103,835,781 2.58

10,546,942 9.89

2,192,083 4.51

連単倍率
（Ｂ）/（Ａ）

固定資産 199,859,586 1.63

項目

1,065,943

連結
（Ｂ）

1.67194,107,318

79,724,595

固定負債

流動負債

122,499,140

75,096,757

40,191,032

一般会計等
（Ａ）

116,353,732

インフラ資産

486,385

1.06

有形固定資産

事業用資産

無形固定資産

132,149,020

3,560,185 0.63

9,649,880 19,455,272

5,659,023

119,754,001 2.25

219,314,858 1.66

49,511,142

3,670,568

2.25

99,560,857 1.26

物品

2.02

投資その他の資産

流動資産

111,392,110

8,361,891 2.28

53,181,710

　連結貸借対照表の資産合計は一般会計等の1.66倍になっており、固定資産が
1.63倍、流動資産は2.02倍となっています。また、投資等が0.63倍と一般会計等
の数値より小さくなっているのは、投資及び出資金のほとんどが連結対象となる
会計や団体に対するものですので、連結全体で考えれば単なる内部取引として連
結対象となる会計や団体の資本と相殺消去されるためです。
　また、負債合計が一般会計等の2.25倍となっています。これは、下水道事業、
水道事業及び病院事業の起債の残高が多いためです。
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２．行政コスト計算書の連単分析

（単位：千円）

6,375,298

3,236 216,529 66.91

32,770,544 59,067,726 1.80

33,981,570 66,065,186 1.94

560,098 779,786 1.39

社会保障給付

267,562

699,177

1,211,026 6,997,460 5.78

162,449 682,334 4.20

28,581 ―

13,938,939 1.75

1.56

1.48

5,703,105 2.37

1,129,905 2.08

9,149,252 1.65

7,427,467

―

移転費用　小計

臨時損失 d

臨時利益 e

純行政コスト c＋（d－e）　　

その他のコスト　小計

補助金等

経常費用 合計 ａ

純経常行政コスト　 c＝ａ－ｂ　　

経常収益 ｂ

他会計への繰出金

その他

4,996,901

542,117

5,542,254

5,015,521

－

支払利息

徴収不能引当金繰入額

その他

物件費

減価償却費

その他

物にかかるコスト　小計

維持補修費

2,405,010

7,980,629

人にかかるコスト　小計

一般会計等
（Ａ）

連結
（Ｂ）

7,800,221

退職手当引当金繰入額 － 2,597

賞与等引当金繰入額

270,566 ―

269,166 1,207,252 4.49

連単倍率
（Ｂ）/（Ａ）

項目

職員給与費

その他

2,160,152 3.09

11,013,877 34,422,927 3.13

－ ―2,364,113

6,377,917 1.00

6,222 15,999 2.57

19,759,510 40,816,843 2.07

59,133,411 1.81

138,297 194,723 1.41

223,677 129,038 0.58

32,685,164

　連結行政コスト計算書の経常費用合計は、一般会計等の1.94倍になっています。そ
のうち、補助金等にかかるコストは3.13倍となっています。これは国民健康保険、後
期高齢者医療、介護保険などにかかるコストが大きいためです。他会計への繰出金が
連結では0円になっているのは、一般会計等から他会計への繰出金などの会計間の内
部取引を相殺消去しているためです。また、支払利息が4.20倍と非常に高くなってい
るのは、下水道事業の起債の利息が多くなっているためです。
　経常収益は、一般会計等の5.78倍と高くなっています。これは、病院事業、下水道
事業、水道事業の事業収入等が計上されているためです。

39



３．純資産変動計算書の連単分析

（単位：千円）

４．資金収支計算書の連単分析

（単位：千円）

2.90

業務支出 31,902,218 72,852,055 2.28

―

10,475,423

248,054 248,133 1.00

7,799,197 1.09

本年度末資金残高 （ｅ） 2,154,207 4,934,310 2.29

758,268

本年度末現金預金残高（ｅ）+（ｆ） 2,402,261 11,039,378 4.60

本年度資金収支額（ｄ＝ａ+ｂ+ｃ） 4,934,310 6.51

本年度末歳計外現金残高（ｆ）

財務活動支出 3,028,758 6,020,556 1.99

財務活動収入 7,170,717

投資活動収入 8,391,172 9,902,237 1.18

財務活動収支額 （ｃ） 4,141,959 1,778,641 0.43

投資活動収支額 （ｂ） △ 6,997,859 △ 7,319,754 1.05

投資活動支出 15,389,031 17,221,991 1.12

業務収入 35,516,386 83,279,986 2.34

項目
一般会計等

（Ａ）
連結
（Ｂ）

連単倍率
（Ｂ）/（Ａ）

業務活動収支額 （ａ） 3,614,168

1.32

1.69税収等

13,797,253

△ 59,133,411 1.81

一般会計等
（Ａ）

連結
（Ｂ）

連単倍率
（Ｂ）/（Ａ）

70,644,507 93,094,772

2.2041,853

28,630,932 2.08国県等補助金

その他 － △ 9,077,474

△ 32,685,164

無償所管換等

27,172,950

前年度末純資産残高

45,954,050

 連結純資産変動計算書の国県等補助金は、一般会計等の2.08倍になっています。
これは国民健康保険、介護保険で療養給付費負担金などの国県支出金を計上して
いることによるものです。

 連結資金収支計算書の本年度末現金預金残高は、一般会計等の4.60倍になってい
ます。これは水道事業における現金預金額が大きいためです。

本年度末純資産残高 78,971,399 99,560,857 1.26

項目

91,988

純行政コスト（△）
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Ⅸ．おわりに 

「Ⅴ．一般会計等財務書類の分析指標」によると、基礎的財政収支（プライマ

リーバランス）が赤字となっています。これは新庁舎、広域ごみ処理施設の建設

等の大型投資事業を実施し、その財源の大部分を地方債の発行により賄っている

ためです。 

また、これらの指標については、全体の大まかな傾向を把握するためには有用

ですが、単年度に発生した取引の影響で大きく数値が変動する場合があること、

経費の性質的には計算に含めるべきもの（又は除くべきもの）が、必ずしも加除

されていないこと等から、分析結果を読み解く際には複数年度の傾向を踏まえた

分析を行うなど留意が必要です。 

平成 26 年 4 月に総務省から公共施設等総合管理計画の策定に取り組むよう指

針が示されましたが、その中で新たな基準に基づく財務書類等の作成に関する動

向に留意することと、将来的には固定資産台帳等を利用することが望ましいこと

が記載されています。 

このため、高砂市では平成 27、28 年度において固定資産台帳の整備及び公共

施設等総合管理計画の策定を行い、平成 29 年度には、施設ごとの方向性を示す

「公共施設の最適化検討にあたっての市の考える方向性」を策定しました。統一

的な基準による財務書類等について総務省の提供による標準的なソフトウェア

の導入と、既存の財務会計システムの改修を平成 28 年度に行いました。その後、

標準的なソフトウェアの提供期間終了に伴い、令和４年度に新システムの導入を

行っており、固定資産台帳と併せて現状把握を進めてまいります。 

また、公共施設の維持管理及び改築・更新などに多大な経費が必要となること

が想定されるため、令和元年度には、「高砂市公共施設保全計画」の策定を行い、

令和２年度には、「高砂市公共施設全体最適化計画」の策定や、「高砂市公共施設

等整備基金」を設置しました。 

今後は、全体最適化計画を推進すると共に、維持管理については複数施設に係

る保守点検業務等を包括的に委託し、適正な予防保全に努めることで、持続可能

な公共施設の管理運営を行ってまいります。 
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（単位：千円）
科目 金額 科目 金額

【資産の部】 【負債の部】
  固定資産 122,499,140   固定負債 49,511,142
    有形固定資産 116,353,732     地方債 42,521,135

事業用資産 75,096,757     長期未払金 -
土地 26,597,190     退職手当引当金 6,179,962
立木竹 -     損失補償等引当金 -
建物 47,209,736     その他 810,045
建物減価償却累計額 -25,397,185   流動負債 3,670,568
工作物 3,215,326     １年内償還予定地方債 3,035,782
工作物減価償却累計額 -1,177,915     未払金 -
船舶 -     未払費用 -
船舶減価償却累計額 -     前受金 -
浮標等 -     前受収益 -
浮標等減価償却累計額 -     賞与等引当金 367,575
航空機 -     預り金 248,054
航空機減価償却累計額 -     その他 19,157
その他 - 負債合計 53,181,710
その他減価償却累計額 - 【純資産の部】
建設仮勘定 24,649,605   固定資産等形成分 129,697,879

インフラ資産 40,191,032   余剰分（不足分） -50,730,569
土地 17,540,902
建物 508,270
建物減価償却累計額 -334,495
工作物 50,313,680
工作物減価償却累計額 -30,643,203
その他 -
その他減価償却累計額 -
建設仮勘定 2,805,878

物品 3,229,829
物品減価償却累計額 -2,163,886

    無形固定資産 486,385
ソフトウェア 486,385
その他 -

    投資その他の資産 5,659,023
投資及び出資金 10,812,993
有価証券 11,000
出資金 261,606
その他 10,540,387

投資損失引当金 -6,477,192
長期延滞債権 575,848
長期貸付金 -
基金 838,306
減債基金 -
その他 838,306

その他 -
徴収不能引当金 -90,932

  流動資産 9,649,880
    現金預金 2,402,261
    未収金 55,962
    短期貸付金 -
    基金 7,198,739

財政調整基金 3,948,760
減債基金 3,249,979

    棚卸資産 -
    その他 -
    徴収不能引当金 -7,082 純資産合計 78,967,310
資産合計 132,149,020 負債及び純資産合計 132,149,020

一般会計等貸借対照表
（令和4年3月31日現在）
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（単位：千円）

一般会計等行政コスト計算書
自　令和3年4月1日
至　令和4年3月31日

科目 金額
 経常費用 33,981,570

 業務費用 14,222,060
   人件費 5,542,254

職員給与費 4,996,901
賞与等引当金繰入額 3,236
退職手当引当金繰入額 -
その他 542,117

 物件費等 7,980,629
物件費 5,015,521
維持補修費 560,098
減価償却費 2,405,010
その他 -

 その他の業務費用 699,177
支払利息 162,449
徴収不能引当金繰入額 267,562
その他 269,166

 移転費用 19,759,510
 補助金等 11,013,877
 社会保障給付 6,375,298
 他会計への繰出金 2,364,113
 その他 6,222

 経常収益 1,211,026
 使用料及び手数料 530,415
 その他 680,611

純経常行政コスト 32,770,544
 臨時損失 138,297

 災害復旧事業費 -
 資産除売却損 138,148
 投資損失引当金繰入額 -
 損失補償等引当金繰入額 -
 その他 149

純行政コスト 32,685,164

 臨時利益 223,677
 資産売却益 75,672
 その他 148,005
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（単位：千円）

固定資産 
等形成分

余剰分 
(不足分)

前年度末純資産残高 70,644,507 117,773,374 -47,128,867

 純行政コスト（△） -32,685,164 -32,685,164

 財源 40,970,203 40,790,203

 税収等 27,172,950 27,172,951

 国県等補助金 13,797,253 13,797,253

 本年度差額 8,285,039 8,285,039

 固定資産等の変動（内部変動） 11,886,741 -11,886,741

 有形固定資産等の増加 16,106,408 -16,106,408

 有形固定資産等の減少 -4,741,650 4,741,650

 貸付金・基金等の増加 2,460,377 -2,460,377

 貸付金・基金等の減少 -1,938,393 1,938,393

 資産評価差額 - -

 無償所管換等 41,853 41,853

 その他 -4,089 -4,089 -

 本年度純資産変動額 8,322,803 11,924,505 -3,601,702

本年度末純資産残高 78,967,310 129,697,879 -50,730,569

一般会計等純資産変動計算書
自　令和3年4月1日
至　令和4年3月31日

科目 合計
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（単位：千円）

一般会計等資金収支計算書
自　令和3年4月1日
至　令和4年3月31日

科目 金額
【業務活動収支】
 業務支出 31,902,218

 業務費用支出 12,066,375
   人件費支出 5,846,426

 物件費等支出 5,788,334
 支払利息支出 162,449
 その他の支出 269,166

 移転費用支出 19,835,843
 補助金等支出 11,013,877
 社会保障給付支出 6,375,298
 他会計への繰出支出 2,364,113
 その他の支出 82,555

 業務収入 35,516,386
 税収等収入 22,816,498
 国県等補助金収入 11,516,443
 使用料及び手数料収入 530,983
 その他の収入 652,462

 臨時支出 -
 災害復旧事業費支出 -

   その他の支出 -
 臨時収入 -

業務活動収支 3,614,168
【投資活動収支】
 投資活動支出 15,389,031

 公共施設等整備費支出 13,525,975
 基金積立金支出 1,361,136
 投資及び出資金支出 -
 貸付金支出 501,920
 その他の支出 -

 投資活動収入 8,391,172
 国県等補助金収入 2,280,810
 基金取崩収入 750,132
 貸付金元金回収収入 502,082
 資産売却収入 382,633
 その他の収入 4,475,515

投資活動収支 -6,997,859
【財務活動収支】
 財務活動支出 3,028,758

 地方債償還支出 2,927,885
   その他の支出 100,873
 財務活動収入 7,170,717

 地方債発行収入 7,170,717
 その他の収入 -

財務活動収支 4,141,959
本年度資金収支額 758,268
前年度末資金残高 1,395,939

本年度末歳計外現金残高 248,054
本年度末現金預金残高 2,402,261

本年度末資金残高 2,154,207

前年度末歳計外現金残高 204,792
本年度歳計外現金増減額 43,262
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